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１．はじめに 
経済危機やパンデミックを始め、世界各国の不確実性が高まる中、近年、貧困層への所得再分配

を目的とした社会保障政策の効果的な実施が重視されている。特に脆弱層を多く抱える途上国にお

いては、「人間の安全保障」に関する取り組みを進めていく上で、社会保障の更なる発展は急務で

あり、各国政府は先進国や国際機関などのドナーと協力し、セーフティネットの確立に尽力してい

る。その中で、「条件付き現金給付政策(CCT)」は、社会保障制度の整備が不十分な途上国において、

先駆的な政策フレームワークとして実施されてきた。その名の通り、CCTは一連の条件を遵守した

貧困家庭に対して、補助金を給付する政策である。とりわけ、1990 年代後半に開始されたメキシ

コのProgresa2や、ブラジルのBolsa Familiaなどは、その計画段階から開発経済学者を巻き込んで

頑強なインパクト評価を行い、政策の効果検証を実施した。経済学における信頼性革命（Angrist & 
Pischke 2010）とも連動し、CCT の始動はランダム化比較実験（RCT）を始めとする実験アプロ

ーチによる実証分析の勃興など、近年の開発経済学研究を加速化させた契機の一つと捉えられてい

る。また、実務分野においても客観的な成果を示す援助活動の実装への端緒となった。 
CCT の実施形態は各国で多少のばらつきはあるものの、最も一般的な政策デザインは「『子ども

の健全な成長を目的に課された条件』を満たした『貧困家庭の女性（主に母親）』に定期的（毎月、 

隔月など）に補助金を給付」するものである。第一に CCT は補助金による短期の貧困対策として

の役割を果たすだけでなく、子どもの人的資本への長期的な投資を目的とした条件を課すことが特

徴的である。例えば、子どもの就学や授業への出席、ワクチン接種や定期健診の受診など、将来世
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条件付き現金給付政策(CCT)に関する考察：近年の研究動向から 

貧困の世代間連鎖の解決が重視される中、1990 年代後半より、中南米を中心に社会保障政

策の一環として「条件付き現金給付政策(CCT)」が開始された。開始から四半世紀近く経過し、

現在、50 を超える国・地域で採用されるなど、主要な開発援助政策の一つとなっている。多

くの CCT政策ではランダム化比較試験などを始めとした厳密なインパクト評価を採用し、その

効果検証が積極的に行われてきた。本稿では CCTが家計や地域・社会に与えた影響やいくつか

の論点を軸に、最新の研究を含めた既往文献について整理を行い、今後の政策的示唆を考察し

ていく。 
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代の人的資本形成に与する施策に関する条件履行が求められることが多い。また保護者自身の意識

醸成や他の保護者とのネットワークづくりを目的に、母親（両親）学級への参加を条件として加え

るケースもある。 
第二に、補助金を貧困家庭内の女性、主に母親に給付することがその特色として挙げられる。従

来の経済学の理論的フレームワークとして支配的であった“家計構成員の消費計画や選好は同一で

ある”との仮定を前提とする「ユニタリーハウスホールドモデル」に対し、家計構成員の選好や効

用の差異、さらには各構成員の交渉力を基にした家計の意思決定を認める「コレクティブハウスホ

ールドモデル」の含意が整合的であることが多くの実証研究で立証されている（Alderman et al. 
1995）。CCTの文脈に沿うならば、父親と比べて、母親は子どもの保健・教育費用に予算配分を多

くかける傾向にあることが複数の実証研究で明らかになっている（Doss 2013）ことから、母親へ

の直接支給が子どもの人的資本の向上により高く寄与する可能性が高い。またミレニアム開発目標

（MDGs）や、持続可能な開発目標（SDGs）でのターゲットとして「ジェンダー平等」が重視さ

れたことを踏まえて、CCT内での母親への補助金給付は女性の地位向上を促進することが期待され

ている。ステレオタイプ的なジェンダー規範の強化につながる等の批判は少なからずあるものの

（Handa et al. 2009）、途上国における女性や母親へのエンパワーメント策としてもCCTは機能し

てきた。 
先に述べたように、RCT などを始めとする厳密なインパクト評価によって、CCT の効果が顕示

的に証明されてきた。中南米に端を発したこの政策メニューは、現在、アジア・アフリカなどに拡

大し、50を超える国・地域で採用されている。COVID-19によるパンデミックにおいては、途上国

の貧困層への緊急支援などの政策が実行されたが、そのターゲットの多くは CCT の受給者を中心

に行われたことが確認されており(Gentilini et al. 2021)、途上国ではCCTを核としたセーフティネ

ットが構築されているといっても過言ではない。地域を越えた広がりによって、外的妥当性 3が担

保されると共に、開始から四半世紀近く経過し、中長期的なエビデンスも多数蓄積されてきている。

すでにCCTの効果やシステム上の課題などについてはBaird et al. (2014), Kabeer & Waddington 
(2015), Ladhani & Sitter(2020)などがレビューを包括的に行っているが、本稿では最新の研究動向を

含めて、CCTの効果についてレビューするとともに、いくつかの課題について考察を深め、今後の

政策的示唆を提供していく。 
 

２．CCTによってどのような効果が生み出されたのか？ 

CCTでは補助金を給付する所得再分配によって、短期的に家計の消費増加効果が多くの国で認め

られ、国全体の貧困率の削減も観察されている（Fiszbein ＆ Schady 2009）。また、CCT の条件

履行として課せられている子どもの人的資本形成に対する効果についても多くの研究で実証され

てきた。教育面においては、多くの CCT プログラムでの履行条件となっている学校への出席によ

って、就学率や出席率の向上が多くの国で観察されており、特に女子の出席率が向上している可能

性が示唆されている（Baird et al. 2014）。また、多くの途上国で近年注力している中等・高等教育

 
3 特定の介入が異なる集団にも当てはめたときに同様の結果が得られるか、つまり、検証結果の一般化可能性を示す。 
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への進学向上についてもその効果が認められるエビデンス(Stampini et al. 2018)が報告されている

他、CCTによる本人の就学継続に伴い、女子の早婚の抑制や第１子出産年齢の繰下げが見られると

の報告(Musaddiq & Said 2023)もなされている。一方で、テストスコアなどの代理変数によって測

定される認知能力や、労働市場でのパフォーマンスに有益とされる社会心理的スキル（非認知能力）

については、子どもの成長過程における CCT の条件履行のタイミングや、教育供給の質によって

結果が変わる可能性が高い (Millán et al. 2019)。健康面においては、定期的な健康診断の参加率増

加や、乳幼児死亡率の改善、子どもの低体重率の減少等が多くの文献で報告されている。長期的な

効果として、Cahyadi et al. (2020)はインドネシアにおける6年以上に及ぶRCTベースによるCCT
の効果検証において、成長阻害を20％以上改善していることを報告している。こうした長期的な時

間軸での健康改善への兆しがみられる可能性は大いに考えられる一方で、医療インフラ整備との兼

ね合いによる結果の差が指摘されている（Ranganathan & Lagarde 2012）ことからさらなる検証

が求められている。 
補助金を受領する母親のエンパワーメントの検証についても近年調査が進み、Almås et al. (2018)

は、独自のラボ実験により CCT で補助金を受領した母親に意思決定力の強化が見られたことを示

唆している。また CCT は補助金による母親の交渉力強化や条件履行に伴う知識向上によって家計

の支出構成に影響を与えることが知られており、とりわけエンゲル係数が上昇することが多くの研

究で判明している(Attanasio et al. 2012)。近年の研究では政策効果の検証に留まらず、ブラックボ

ックスとされてきたそのメカニズムについて解明する動きが見られている。筆者らの研究グループ

はフィリピンのCCT内で栄養に関する情報伝達に関するRCTを実施し、母親の知識向上と家計内

意思決定権の強化が家計内分配に影響する可能性を明らかにした(Nakamura & Suzuki 2022)。我々

の研究と類似する研究課題の研究においても、外生的に女性の意思決定権を向上させた介入と情報

提供の介入の組み合わせが家計内の予算配分に与える影響が大きいと示すエビデンス（Levere et al. 
2016; Fernald et al. 2017; Ahmed et al. 2019; Carneiro et al. 2021) が漸増しており 、CCTの政策

パッケージそのものが子どもの成長に適した家計管理を促している可能性が示唆される。  
さらに、CCTの実施は家庭や地域・社会に様々な影響を与えることが明らかになっている。子ど

ものワクチン接種などが条件として課されることから、同居する祖父母の死亡率が低下したとの報

告(Barham & Rowerry 2013)や、貧困による劣悪な衛生環境などによって蔓延するとされる「顧み

られない感染症」の地域内の感染予防にも貢献している(Ahmed et al. 2022)ことが判明している。

さらに、CCT実施地域において、内戦や村レベルでの反乱等の発生率が低下したとのフィリピンか

らの報告(Crost et al. 2016)やCCTの実施によってインドネシアでの森林破壊の抑制に効果がある

との報告も発表されている(Ferraro & Simorangkir 2020)。 
このことから、完全ではないものの貧困対策や対象家庭における人的資本の向上、世代間貧困へ

の解消に期待されるアウトカムは多くの国で観察されており、さらに家庭を越えて、地域の安定や

社会的課題の解決への可能性も考えられることが示されてきた。 
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３．論点①：CCTの費用対効果は大きいのか？ 

税収やドナーからの援助予算を財源とする CCT はその運営コストの高さが従前より指摘されて

きた。澤田（2011)が示すように、寄生虫駆除プログラムや、保護者への教育効果に関する情報提

供などの介入に比べ、CCT は１年間の就学延長効果を得るためにかかる費用が大きい。CCT は補

助金を通した貧困対策がその主眼であることを考慮する必要があるが、運営コストの大きさは政策

導入やその持続性の大きな障壁となる。その一因として CCT の核となる「条件履行のモニタリン

グ」にかかる費用が挙げられる（Ladhani & Sitter 2020）。前述の筆者らが行った研究の対象となっ

たフィリピンの CCT プログラムでは、管轄官庁より各地域に現地調整員が派遣され、コミュニテ

ィでの母親学級などの運営や条件履行の確認、不履行世帯への家庭訪問など、手厚く受益家庭のサ

ポートを行っていた。また金融インフラが整っていない農村部では調整員が直接家庭に補助金を手

交するなど、運営にかかるコストの大きさを認識した。こうしたモニタリングによる費用負担を鑑

み、近年では条件を紐づけしない現金給付政策（UCT）が多くの途上国で採用されている(Hanna & 
Olken 2018)。しかし、不履行時の罰則などを含めた条件履行のモニタリングの強化が大きいほど、

就学率やテストスコアなどに正の影響を与えているといったエビデンス(Baird et al. 2014)も報告さ

れており、モニタリングコストの抑制と将来世代の人的資本向上など期待される効果の間にはトレ

ードオフがある可能性は考慮する必要がある。 
さらに CCT の効果を最大化するためには受益家庭が条件を満たすための供給サイドの充実が鍵

となる。CCTのフロントランナーとなった中南米諸国は条件履行に不可欠な教育機関や医療設備な

どのインフラが比較的整備されていたが、その後拡大したアフリカやアジア地域においては農村部

を中心にインフラの未整備が指摘されている（Ladhani & Sitter 2020）。また前段で紹介したように、

条件履行にかかる効果（例：就学・出席率や健康診断の受診率向上）は認められるが、スキル向上

や健康状態などのパフォーマンス効果が最大化されていないケースもある。これはハード面のみな

らず、供給側の教育・医療人材などソフト面における質が担保されていないことが原因となってい

る可能性が考えられる(Roelen 2014)。近年、就学率の高まりがみられる一方で、各学齢期に必要な

スキル・能力の欠如が観察される「学びの危機(Global learning crisis)」がアフリカなどを中心に国

際的に問題視されている(Bold et al. 2017)。Gazeaud & Ricard (2024)は、モロッコでのCCTのケ

ースから、就学率の向上や中退率の低下が認められた一方、テストの平均点の低下を観察している。

これは従前の学習インフラの状態を維持したまま、CCTの条件履行によって児童数が急増し、かつ、

クラス内の児童のレベルが多様化したことに起因するものであることが分析から明らかになって

いる。限られた予算の中で、政策を全国規模にスケールアップし、かつ、期待される効果を最大化

していくためには、供給側の整備・充実が課題となっていく。 
 

４．論点②： CCTは家計の労働供給や児童労働を減らすのか？ 

短期的な貧困対策として CCT が大きな成果を生み出してきたことを述べたが、長期的に貧困か

ら抜け出していくためには、人々が労働によって自ら収入を獲得していく必要がある。社会保障が

人々の自助努力や労働意欲を阻害し、”Lazy-poor”を多く生み出す可能性については長年議論されて

おり、CCTも漏れなく、家計の労働供給との関連について調査・研究が行われてきた。2019年に
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ノーベル経済学賞を受賞したバナジー等の研究グループは UCT も含む 7 か国で行われた現金給付

政策の RCT データを再分析し、現金給付政策が保護者の労働供給を減少させる決定的なエビデン

スがほとんどないことを示している(Banerjee et al. 2017)。一方で、働き方の変化(Kabeer & 
Waddington 2015)や、家計内交渉力の強い母親の雇用が減少するケース（Novella et al. 2021）など

その政策の実施方法や国、対象者の特性などによっても効果に差があるため、更なる検証が必要で

ある。また近年は国際移住等の出稼ぎ行動が途上国の経済発展や社会水準の向上に寄与すると期待

されているが、CCTが移住にもたらす効果は一貫していない(Adhikari & Gentilini 2018; Clemens 
2022)。CCTによって期待される将来世代の労働生産性向上だけでなく、現在世代が国や世界の経

済成長に包摂される出口戦略の検討が期待される。 
さらに労働供給の観点からの追加的議論として、CCTの児童労働削減への影響についても長年議

論が交わされてきた。条件履行のための通学などによって児童労働の削減が見込まれる一方、補助

金が従来の労働収入より少なければ通学へのインセンティブにならないだけでなく、補助金が家業

の事業拡大等に使用されれば、児童の労働供給が増加する可能性も否定できない(Cepaluni et al. 
2022)。これまでの実証研究では国・対象家庭や児童の特性などによってその効果は一貫しておら

ず（Carpio et al. 2016; Peruffo et al. 2017）、例えば、Hoop et al. (2019) はフィリピンでのCCTに

おいて、就学も労働もしていなかった児童が CCT 施行後に就学が認められた一方、労働に従事し

始めていることを明らかにしている。これは CCT で支給されている補助金が教育費を全て補填で

きていないことに起因することが示唆されている。メタ分析を行ったKabeer & Waddington (2015) 
の研究では男児の労働削減は見られるものの、女児については効果が限定的であるとの見解を示し

ている。児童による労働供給を削減していくためには、家計が新たに負担する教育費を依拠とした

補助金額の設定や、教育の収益率など人的資本に関する情報伝達を通じた保護者の意識醸成、奨学

金を始めとする高等教育への進学支援など、他の支援策との連携強化が望ましいと考えられる。 
 

５．論点③：CCTの給付は非受給家庭に影響はないのか？ 

途上国では家計の所得について公的な記録が行われていない場合も多く、支給対象となる貧困家

庭のターゲティングの検討は慎重に行っていく必要がある。CCTを始めとする社会保障政策では居

住地によって受給対象者を選定する方法（地理的ターゲティング）や、家計構成や所有する資産な

どから所得状況を推定しスコアリングをしていくプロキシミーンズテスト、自己選抜やコミュニテ

ィのメンバーによる選抜な多様な手法が採用されている。CCTのパッケージにおいては多くの国で、

複数のターゲティング法を掛け合わせた形式を採用しているが（例えば、地理的ターゲティングで

貧困率の高い地域を選出し、その後プロキシミーンズテストで対象世帯を選抜する等）、いずれの

方法もその選抜に過誤（対象とすべき世帯が外れる、もしくはその逆）が生じることを否定できな

い(Azevedo & Robles 2013)。また現金給付の方法については、銀行口座への入金や手交の他、近

年ではデジタル手段の活用もみられるようになってきている。特にコロナ禍などの緊急時にはその

支給の迅速性と正確なターゲティングについて、多く議論が交わされた(Hondo et al. 2022)。 
こうしたターゲティングや給付方法によっては、受益者だけでなく非受益家庭にも影響を与える

可能性が知られている。Angelucci & de Giorgi (2009)はメキシコでのCCTにおいて、対象農村のコ
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ミュニティ内での贈与や借款などが増加したことにより、非受益家庭の食料消費が増加したことを

報告している。一方で、Filmer et al. (2021)は、フィリピンでのCCT介入によって、地域のタンパ

ク質高含有の食料品価格が上昇し、非受益家庭の子どもの成長阻害が増加したことを報告している。

いずれの研究も CCT によって経済学における一般均衡効果、つまり同一地域の非受益家庭へのス

ピルオーバーが生じたことを認めている。より効率的な社会保障の運用に向けて、倫理面なども考

慮した上での適切なターゲティングの方法や、現物支給を含めた支給の在り方など、地域や折々の

経済状況に見合った政策デザインを検討する必要がある。 
 

６．まとめ 

 本稿では開始から20年以上経過し、世界各国に拡大したCCTの概略とその論点に応じてこれま

での実証研究を整理し、レビューを行った。各国における CCT はエビデンスに基づく政策立案

(EBPM)の先駆けとして、デザイン当初から積極的に学術的研究に資する調査の実施やデータ収集

を組み込みながら実施されてきた。RCT など頑強なインパクト評価手法に基づく分析によって、

CCTの家計・地域・社会の安定への効果が把握できたことから、他国・地域での実装につながって

いる。これは開始当初から実務側と研究側が相互協力してきたことが大きな要因であることは言う

までもない。近年では、表層的な効果検証にとどまらず、そのメカニズム解明や予期しない効果に

ついて、より詳らかに解明し、さらなる改善への糸口を探る努力が重ねられていることも既往文献

からも把握できる。CCTに限らず、今後の開発政策やプログラムの実装に当たっては、こうしたデ

ータに基づく教訓の抽出が重要になっていくと考えられる。 
さらに社会保障政策としてのCCTは、MDGsやSDGsなどの開発目標に沿う形で国際的な貧困

削減に貢献を果たし、将来世代への投資として機能を果たしてきた。しかし、近年は貧困削減スピ

ードが鈍化しており、コロナ禍による経済の悪化によって貧困層は増加している。そのような中で

世界銀行は昨年発表した貧困と所得再分配に関するレポートの中で、財政政策改革として広範な補

助金政策に替えて、貧困層を効果的に支援できる「ターゲットを絞った現金給付」を提案しており、

途上国における貧困層への公的扶助のニーズは更に高まる可能性が大きい(World Bank 2022)。これ

までの研究から得られたエビデンスを生かしながら、途上国の社会保障についてさらなる活発な議

論と、適切な政策デザインについての検討が求められる。
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